
山梨県障害者差別解消支援ネットワーク会議について 
 

１ 制度の説明 

(1) 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法） 

○ 不当な差別的取扱の禁止と合理的な配慮の提供（第７条・第８条） 

 
不当な差別的取扱いの禁止 

社会的障壁除去についての必要 

かつ合理的な配慮の提供 

行政機関等 義務 義務 

事業者 義務  努力 → （義務） 

◇ 必要かつ合理的な配慮の提供（第８条第２項） 

事業者は、障害者から社会的障壁の除去の意思の表明があった場合、負担が過重でな

いときは、障害等の状態に応じて、必要かつ合理的な配慮をするよう努める。 

      ↓ 

   ※一部改正（施行：令和６年４月１日） 

事業者は、障害者から社会的障壁の除去の意思の表明があった場合、負担が過重でな

いときは、障害等の状態に応じて、必要かつ合理的な配慮をする。 

○ 必要かつ合理的な配慮を行うための環境の整備（第５条） 

行政機関及び事業者は、必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、施設設備の整備、職

員に対する研修、その他必要な環境の整備に努める。 

○ 事業者が対応する指針（第 11条） 

主務大臣は、事業者が適切に対応するために必要な指針を定める。 

○ 指導・勧告（第 12条） 

主務大臣は、特に必要があると認めるときは、対応指針に定める事項について、事業者

に対し、報告を求め、助言、指導若しくは勧告することができる。 

◇ 第 22条で、主務大臣の権限は、政令により、地方公共団体の長等が行うこととされ

ている。 

○ 障害者差別解消支援地域協議会（第 17条） 

国や県の機関で、医療、介護、教育その他障害者の自立と社会参加に関連する分野の事

務に従事するものは、関係機関により構成される協議会を組織することができる。 

◇ 構成員（第 17条２項） 

関係機関の他、特定非営利法人その他の団体、学識経験者、県が必要と認める者 

 

(2) 山梨県障害者幸住条例 

○ 障害者差別地域相談員（第 32条・第 33条） 

障害者等からの障害を理由とする差別等の相談業務 （R5年度 42名） 

 

○ 障害者差別解消推進員（第 34条） 

障害者差別地域相談員への指導及び助言、地方法務局等の関係機関との連絡調整 

 

○ 障害者差別解消支援ネットワーク会議（第 37条） 
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相談業務を円滑に進めるための指導及び助言、その他障害を理由とする差別を解消する

ための取組を効果的かつ円滑に行うため、地方法務局等の関係機関、障害者団体、その他

の関係者で構成する山梨県障害者差別解消支援ネットワーク会議を組織する。 

２ 障害者差別解消支援ネットワーク会議の取組 

○ 業務内容 

① 合理的配慮等に関する情報の共有 

構成機関等から提供された合理的配慮の事例等の情報を共有する。 

② 合理的配慮等に向けた取組の検討 

合理的配慮を行うための環境の整備につながる取組等を検討し、事業者等に周知する。 

③ 困難事案への対応に係る協議調整 

解決が困難な事案への対応を協議し、解決に適した機関を調整する。 

◇ 個別案件に対するあっせんや調停は行わない。 

 

○ 委員の構成 

・ 学識経験者 

・ 障害当事者とその家族等 

・ 山梨県障害者幸住条例で不当な差別的取扱いの禁止を定めた各分野に関する事業者 

・ 障害者差別解消法で事業者に指導、勧告できるとされる国や県の関係機関 

◇ 条例で不当な差別的取扱いの禁止を定める分野 

福祉、医療、教育、商品販売・サービス提供、雇用、建物・公共交通、不動産、 

情報コミュニケーション 

 

○ 活動内容 

・ 年２回、全体会を開催する。 

・ 緊急かつ重大な事案が生じた場合、必要に応じて、関係する委員で部会を開催する。 

・ 合理的配慮のための環境の整備等に係る情報を、随時、事務局から構成機関等に提供

する。 

 

○ 情報の共有 

① 関係機関等における合理的配慮の提供等に関する事例は、随時、事務局で受け又は、必 

要に応じて、事務局から関係機関等に照会することで情報を収集する。 

② 事務局で得た合理的配慮の提供等に関する事例は、環境の整備や事案の発生予防につ

ながる情報として、随時、関係機関等へＥメール等を利用して提供する。 

③ 蓄積された事例の中から、関係機関等の意見を聞く必要のあるものや、広く周知するも

の等を全体会の議題とする。 

 

 

 


